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2023年 5月 12日 

各 位 
会 社 名 株 式 会 社 ロ イ ヤ ル ホ テ ル 
代 表 者 代表取締役社長 蔭山 秀一 

（コード番号 9713  東証スタンダード市場） 
問い合せ先     総務部長 朝日 英治 

（ＴＥＬ：06－6448－1125） 

 

 

定款の一部変更に関するお知らせ 

 

当社は、2023年 5月 12日開催の取締役会において、「定款一部変更の件」を2023年 6月 27日開催

予定の第97期定時株主総会に付議することを決議いたしましたので、下記のとおりお知らせいたし

ます。 

 

記 

 

1．変更の目的 

 B種優先株式及びC種優先株式を2023年 3月 31日付で全て消却したため、B種優先株式及びC種

優先株式に関する規定を削除するものです。また、資本政策を機動的に遂行することが可能となる

よう、変更案のとおり第７条を新設するものです。 

 

2．変更の内容 

 変更内容は次のとおりです。 

現行定款 変更案 

<中略> 

 

第2章 株式 

（発行可能株式総数） 

第6条 

当会社の発行可能株式総数は、20,500,000株とし、普通株式の発

行可能種類株式総数は20,000,000株、第2章の2に規定するＡ種優

先株式の発行可能種類株式総数は300,000株、第2章の3に規定す

るＢ種優先株式の発行可能種類株式総数は40,000株、第2章の4に

規定するＣ種優先株式の発行可能種類株式総数は160,000株とす

る。 

 

〈新設〉 

 

 

 

 

<中略> 

 

第2章 株式 

（発行可能株式総数） 

第6条 

当会社の発行可能株式総数は、20,300,000株とし、普通株式の発

行可能種類株式総数は20,000,000株、第2章の2に規定するＡ種優

先株式の発行可能種類株式総数は300,000株とする。 

 

 

 

 

（自己の株式の取得） 

第7条 

当会社は、会社法第165条第2項の規定により、取締役会の決議に

よって市場取引等により自己の株式を取得することができる。 
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（単元株式数） 

第7条  

当会社の単元株式数は、普通株式は100株、Ａ種優先株式は1000

株、Ｂ種優先株式は1株、Ｃ種優先株式は1株とする。 

 

第8条～第38条 

（条文省略） 

 

第2章の3 Ｂ種優先株式 

 

（Ｂ種優先配当金） 

第10条の12 当会社は、第36条の規定に従い、剰余金の期末配当

を行うときは、当該期末配当の基準日の最終の株主名簿に記載ま

たは記録されたＢ種優先株式を有する株主（以下「優先株主Ｂ」

という。）またはＢ種優先株式の登録株式質権者（以下、優先株

主Ｂと併せて「優先株主Ｂ等」という。）に対し、同日の最終の

株主名簿に記載または記録された普通株式を有する株主（以下

「普通株主」という。）または普通株式の登録株式質権者（以下、

普通株主と併せて「普通株主等」という。）および優先株主Ａま

たは優先登録株式質権者Ａ（以下、優先株主Ａおよび優先登録株

式質権者Ａを併せて「優先株主Ａ等」という。）に先立ち、Ｂ種

優先配当金として、Ｂ種優先株式1株につき、Ｂ種優先株式の払

込金額および前事業年度に係る期末配当後の未払Ｂ種優先配当

金（次項において定義される。）（もしあれば）の合計額に年率

8.5％を乗じて算出した金額について、当該剰余金の配当の基準

日の属する事業年度の初日（ただし、当該剰余金の配当の基準日

が払込期日と同一の事業年度に属する場合は、払込期日とする。）

（同日を含む。）から当該剰余金の配当の基準日（同日を含む。）

までの期間の実日数につき、1年を365日として日割計算により算

出される金額（以下「Ｂ種優先配当金額」という。）を支払う（た

だし、除算は最後に行い、円単位未満小数第3位まで計算し、そ

の小数第3位を四捨五入する。）。ただし、当該期末配当の基準日

の属する事業年度において、次条に定めるＢ種期中優先配当金を

支払ったときは、その合計額を控除した額を支払うものとする。

また、当該剰余金の配当の基準日から当該剰余金の配当が行われ

る日までの間に、当会社がＢ種優先株式を取得した場合、当該Ｂ

種優先株式につき当該基準日に係る剰余金の配当を行うことを

要しない。なお、Ｂ種優先配当金に、優先株主Ｂ等が権利を有す

るＢ種優先株式の数を乗じた金額に1円未満の端数が生じるとき

は、当該端数は切り捨てる。 

2 ある事業年度において、優先株主Ｂ等に対して支払う1株当た

りの剰余金の額が、当該事業年度に係るＢ種優先配当金額に達し

ないときは、その不足額（以下「未払Ｂ種優先配当金」という。）

は翌事業年度以降に累積する。 

3 当会社は、優先株主Ｂ等に対して、Ｂ種優先配当金額を超え

て剰余金の配当は行わない。 

 

（Ｂ種期中優先配当金） 

第10条の13 当会社は、第37条の規定に従い、事業年度末日以外

の日を基準日（以下「期中配当基準日」という。）とする剰余金

の配当（以下「期中配当」という。）をするときは、期中配当基

（単元株式数） 

第8条  

当会社の単元株式数は、普通株式は100株、Ａ種優先株式は1000株

とする。 

 

第9条～第39条〈条数繰り下げ〉 

（現行どおり） 

 

〈削除〉 

 

〈削除〉 
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準日の最終の株主名簿に記載または記録された優先株主Ｂ等に

対して、普通株主等および優先株主Ａ等に先立ち、Ｂ種優先株式

1株につき、Ｂ種優先株式の払込金額および前事業年度に係る期

末配当後の未払Ｂ種優先配当金（もしあれば）の合計額に年率

8.5％を乗じて算出した金額について、当該期中配当基準日の属

する事業年度の初日（ただし、当該期中配当基準日が払込期日と

同一の事業年度に属する場合は、払込期日）（同日を含む。）か

ら当該期中配当基準日（同日を含む。）までの期間の実日数につ

き、365日で除した額（ただし、除算は最後に行い、円単位未満小

数第3位まで計算し、その小数第3位を四捨五入する。）の金銭に

よる剰余金の配当（以下「Ｂ種期中優先配当金」という。）を支

払う。ただし、当該期中配当基準日の属する事業年度において、

当該期中配当までの間に、本条に定めるＢ種期中優先配当金を支

払ったときは、その合計額を控除した額とする。また、当該期中

配当基準日から当該期中配当が行われる日までの間に、当会社が

Ｂ種優先株式を取得した場合、当該Ｂ種優先株式につき当該期中

配当基準日に係る期中配当を行うことを要しない。なお、Ｂ種期

中優先配当金に、優先株主Ｂ等が権利を有するＢ種優先株式の数

を乗じた金額に1円未満の端数が生じるときは、当該端数は切り

捨てる。 

 

（残余財産の分配） 

第10条の14 当会社は、残余財産を分配するときは、優先株主Ｂ

等に対して、普通株主等に先立って、Ｂ種優先株式1株当たり、

次条第2項に定めるＢ種基本償還価額相当額から、控除価額相当

額を控除した金額（ただし、Ｂ種基本償還価額相当額および控除

価額相当額は、Ｂ種基本償還価額算式および控除価額算式におけ

る「Ｂ種償還請求日」を「残余財産分配日」（残余財産の分配が

行われる日をいう。以下同じ。）と、「償還請求前支払済Ｂ種優

先配当金」を「解散前支払済Ｂ種優先配当金」（残余財産分配日

までの間に支払われたＢ種優先配当金（残余財産分配日までの間

に支払われたＢ種期中優先配当金を含む。）の支払金額をいう。）

と読み替えて算出される。）を支払う。なお、解散前支払済Ｂ種

優先配当金が複数回にわたって支払われた場合には、解散前支払

済Ｂ種優先配当金のそれぞれにつき控除価額相当額を計算し、そ

の合計額をＢ種基本償還価額相当額から控除する。また、Ｂ種基

本償還価額相当額から控除価額相当額を控除した価額に、優先株

主Ｂ等が権利を有するＢ種優先株式の数を乗じた金額に1円未満

の端数が生じるときは、当該端数は切り捨てる。 

2 優先株主Ｂ等に対しては、前項のほか残余財産の分配は行わ

ない。 

 

（金銭を対価とする償還請求権） 

第10条の15  優先株主Ｂは、いつでも、当会社に対し、分配可能

額を取得の上限として、Ｂ種優先株式の全部または一部の取得と

引換えに金銭を交付することを請求すること（以下「Ｂ種償還請

求」という。）ができる。当会社は、かかる請求（以下、Ｂ種償

還請求がなされた日を「Ｂ種償還請求日」という。）がなされた

場合には、法令の定めに従い取得手続を行うものとし、請求のあ

ったＢ種優先株式の一部のみしか取得できないときは、比例按

分、抽選その他取締役会決定に基づき定める合理的な方法により
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取得株式数を決定する。 

2 Ｂ種優先株式1株当たりの取得価額は、Ｂ種基本償還価額か

ら、控除価額を控除して算定するものとし、これらの価額は、以

下の算式によって算定される。ただし、除算は最後に行い、円単

位未満小数第3位まで計算し、その小数第3位を四捨五入する。な

お、以下の算式に定める償還請求前支払済Ｂ種優先配当金が複数

回にわたって支払われた場合には、償還請求前支払済Ｂ種優先配

当金のそれぞれにつき控除価額を計算し、その合計額をＢ種基本

償還価額から控除する。また、Ｂ種優先株式1株当たりの取得価

額に、優先株主ＢがＢ種償還請求を行ったＢ種優先株式の数を乗

じた金額に1円未満の端数が生じるときは、当該端数は切り捨て

る。 

（Ｂ種基本償還価額算式） 

  Ｂ種基本償還価額＝50,000円×(1＋0.085)m+n/365 

  払込期日（同日を含む。）からＢ種償還請求日（同日を含む。）

までの期間に属する日数を「m年とn日」とし、「m＋n/365」は「（1

＋0.085）」の指数を表す。 

 

（控除価額算式） 

  控除価額＝償還請求前支払済Ｂ種優先配当金×(1＋

0.085)x+y/365 

 

  「償還請求前支払済Ｂ種優先配当金」とは、払込期日以降に

支払われたＢ種優先配当金（Ｂ種償還請求日までの間に支払われ

たＢ種期中優先配当金を含む。）の支払金額とする。 

 

  償還請求前支払済Ｂ種優先配当金の支払日（同日を含む。）

からＢ種償還請求日（同日を含む。）までの期間に属する日の日

数を「x年とy日」とし、「x＋y/365」は「（1＋0.085）」の指数

を表す。 

 

3 本条第1項に基づくＢ種償還請求の効力は、Ｂ種優先株式に係

る償還請求書が当会社本店に到着したときに発生する。 

 

（金銭を対価とする取得条項） 

第10条の16 当会社は、いつでも、当会社の取締役会決議に基づ

き別に定める日（以下、本条において「Ｂ種強制償還日」という。）

の到来をもって、Ｂ種優先株式の全部または一部を、分配可能額

を取得の上限として、金銭と引換えに取得することができる。Ｂ

種優先株式の一部を取得するときは、比例按分、抽選その他取締

役会決議に基づき定める合理的な方法による。Ｂ種優先株式1株

当たりの取得価額は、前条第2項に定めるＢ種基本償還価額相当

額から、控除価額相当額を控除した金額（ただし、Ｂ種基本償還

価額相当額および控除価額相当額は、Ｂ種基本償還価額算式およ

び控除価額算式における「Ｂ種償還請求日」を「Ｂ種強制償還日」

と、「償還請求前支払済Ｂ種優先配当金」を「強制償還前支払済

Ｂ種優先配当金」（Ｂ種強制償還日までの間に支払われたＢ種優

先配当金（Ｂ種強制償還日までの間に支払われたＢ種期中優先配

当金を含む。）の支払金額をいう。）と読み替えて算出される。）

とする。 

 なお、強制償還前支払済Ｂ種優先配当金が複数回にわたって支
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払われた場合には、強制償還前支払済Ｂ種優先配当金のそれぞれ

につき控除価額相当額を計算し、その合計額をＢ種基本償還価額

相当額から控除する。また、Ｂ種優先株式1株当たりの取得価額

に、当会社がＢ種強制償還を行うＢ種優先株式の数を乗じた金額

に1円未満の端数が生じるときは、当該端数は切り捨てる。 

 

（議決権） 

第10条の17 優先株主Ｂは、法令に別段の定めがある場合を除

き、株主総会において議決権を有しない。 

 

（株式の併合または分割等） 

第10条の18 法令に別段の定めがある場合を除き、Ｂ種優先株式

について株式の併合または分割は行わない。優先株主Ｂには、募

集株式または募集新株予約権の割当てを受ける権利を与えず、株

式または新株予約権の無償割当てを行わない。 

 

（種類株主総会への準用） 

第10条の19 第3章の規定（株主総会に係る規定）は、Ｂ種優先

株式に係る種類株主総会について準用する。 

 

第2章の4 Ｃ種優先株式 

 

（Ｃ種優先配当金） 

第10条の20 当会社は、第36条の規定に従い、剰余金の期末配当

を行うときは、当該期末配当の基準日の最終の株主名簿に記載ま

たは記録されたＣ種優先株式を有する株主（以下「優先株主Ｃ」

という。）またはＣ種優先株式の登録株式質権者（以下、優先株

主Ｃと併せて「優先株主Ｃ等」という。）に対し、普通株主等お

よび優先株主Ａ等に先立ち、Ｃ種優先配当金として、Ｃ種優先株

式1株につき、Ｃ種優先株式の払込金額および前事業年度に係る

期末配当後の未払Ｃ種優先配当金（次項において定義される。）

（もしあれば）の合計額に年率4.0％を乗じて算出した金額につ

いて、当該剰余金の配当の基準日の属する事業年度の初日（ただ

し、当該剰余金の配当の基準日が払込期日と同一の事業年度に属

する場合は、払込期日とする。）（同日を含む。）から当該剰余

金の配当の基準日（同日を含む。）までの期間の実日数につき、

1年を365日として日割計算により算出される金額（以下「Ｃ種優

先配当金額」という。）を支払う（ただし、除算は最後に行い、

円単位未満小数第3位まで計算し、その小数第3位を四捨五入す

る。）。ただし、当該期末配当の基準日の属する事業年度におい

て、次条に定めるＣ種期中優先配当金を支払ったときは、その合

計額を控除した額を支払うものとする。また、当該剰余金の配当

の基準日から当該剰余金の配当が行われる日までの間に、当会社

がＣ種優先株式を取得した場合、当該Ｃ種優先株式につき当該基

準日に係る剰余金の配当を行うことを要しない。なお、Ｃ種優先

配当金に、優先株主Ｃ等が権利を有するＣ種優先株式の数を乗じ

た金額に1円未満の端数が生じるときは、当該端数は切り捨てる。 

2 ある事業年度において、優先株主Ｃ等に対して支払う1株当た

りの剰余金の額が、当該事業年度に係るＣ種優先配当金額に達し

ないときは、その不足額（以下「未払Ｃ種優先配当金」という。）

は翌事業年度以降に累積する。 
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3 当会社は、優先株主Ｃ等に対して、Ｃ種優先配当金額を超え

て剰余金の配当は行わない。 

 

（Ｃ種期中優先配当金） 

第10条の21 当会社は、第37条の規定に従い、期中配当をすると

きは、期中配当基準日の最終の株主名簿に記載または記録された

優先株主Ｃ等に対して、普通株主等および優先株主Ａ等に先立

ち、Ｃ種優先株式1株につき、Ｃ種優先株式の払込金額および前

事業年度に係る期末配当後の未払Ｃ種優先配当金（もしあれば）

の合計額に年率4.0％を乗じて算出した金額について、当該期中

配当基準日の属する事業年度の初日（ただし、当該期中配当基準

日が払込期日と同一の事業年度に属する場合は、払込期日）（同

日を含む。）から当該期中配当基準日（同日を含む。）までの期

間の実日数につき、365日で除した額（ただし、除算は最後に行

い、円単位未満小数第3位まで計算し、その小数第3位を四捨五入

する。）の金銭による剰余金の配当（以下「Ｃ種期中優先配当金」

という。）を支払う。ただし、当該期中配当基準日の属する事業

年度において、当該期中配当までの間に、本条に定めるＣ種期中

優先配当金を支払ったときは、その合計額を控除した額とする。

また、当該期中配当基準日から当該期中配当が行われる日までの

間に、当会社がＣ種優先株式を取得した場合、当該Ｃ種優先株式

につき当該期中配当基準日に係る期中配当を行うことを要しな

い。なお、Ｃ種期中優先配当金に、優先株主Ｃ等が権利を有する

Ｃ種優先株式の数を乗じた金額に1円未満の端数が生じるとき

は、当該端数は切り捨てる。 

 

（残余財産の分配） 

第10条の22 当会社は、残余財産を分配するときは、優先株主Ｃ

等に対して、普通株主等および優先株主Ａ等に先立って、Ｃ種優

先株式1株当たり、次条第2項に定めるＣ種基本償還価額相当額か

ら、控除価額相当額を控除した金額（ただし、Ｃ種基本償還価額

相当額および控除価額相当額は、Ｃ種基本償還価額算式および控

除価額算式における「Ｃ種償還請求日」を「残余財産分配日」（残

余財産の分配が行われる日をいう。以下同じ。）と、「償還請求

前支払済Ｃ種優先配当金」を「解散前支払済Ｃ種優先配当金」（残

余財産分配日までの間に支払われたＣ種優先配当金（残余財産分

配日までの間に支払われたＣ種期中優先配当金を含む。）の支払

金額をいう。）と読み替えて算出される。）を支払う。なお、解

散前支払済Ｃ種優先配当金が複数回にわたって支払われた場合

には、解散前支払済Ｃ種優先配当金のそれぞれにつき控除価額相

当額を計算し、その合計額をＣ種基本償還価額相当額から控除す

る。また、Ｃ種基本償還価額相当額から控除価額相当額を控除し

た価額に、優先株主Ｃ等が権利を有するＣ種優先株式の数を乗じ

た金額に1円未満の端数が生じるときは、当該端数は切り捨てる。 

2 優先株主Ｃ等に対しては、前項のほか残余財産の分配は行わ

ない。 

 

（金銭を対価とする償還請求権） 

第10条の23  優先株主Ｃは、いつでも、当会社に対し、分配可能

額を取得の上限として、Ｃ種優先株式の全部または一部の取得と

引換えに金銭を交付することを請求すること（以下「Ｃ種償還請
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求」という。）ができる。当会社は、かかる請求（以下、Ｃ種償

還請求がなされた日を「Ｃ種償還請求日」という。）がなされた

場合には、法令の定めに従い取得手続を行うものとし、請求のあ

ったＣ種優先株式の一部のみしか取得できないときは、比例按

分、抽選その他取締役会決定に基づき定める合理的な方法により

取得株式数を決定する。 

2 Ｃ種優先株式1株当たりの取得価額は、Ｃ種基本償還価額か

ら、控除価額を控除して算定するものとし、これらの価額は、以

下の算式によって算定される。ただし、除算は最後に行い、円単

位未満小数第3位まで計算し、その小数第3位を四捨五入する。な

お、以下の算式に定める償還請求前支払済Ｃ種優先配当金が複数

回にわたって支払われた場合には、償還請求前支払済Ｃ種優先配

当金のそれぞれにつき控除価額を計算し、その合計額をＣ種基本

償還価額から控除する。また、Ｃ種優先株式1株当たりの取得価

額に、優先株主Ｃが償還請求を行ったＣ種優先株式の数を乗じた

金額に1円未満の端数が生じるときは、当該端数は切り捨てる。 

 

（Ｃ種基本償還価額算式） 

  Ｃ種基本償還価額＝50,000円×(1＋0.04)m+n/365 

 

  払込期日（同日を含む。）からＣ種償還請求日（同日を含む。）

までの期間に属する日数を「m年とn日」とし、「m＋n/365」は「（1

＋0.04）」の指数を表す。 

 

（控除価額算式） 

  控除価額＝償還請求前支払済Ｃ種優先配当金×(1＋

0.04)x+y/365 

 

  「償還請求前支払済Ｃ種優先配当金」とは、払込期日以降に

支払われたＣ種優先配当金（Ｃ種償還請求日までの間に支払われ

たＣ種期中優先配当金を含む。）の支払金額とする。 

償還請求前支払済Ｃ種優先配当金の支払日（同日を含む。）から

Ｃ種償還請求日（同日を含む。）までの 

 期間に属する日の日数を「x年とy日」とし、「x＋y/365」は「（1

＋0.04）」の指数を表す。 

3 本条第1項に基づく償還請求の効力は、Ｃ種優先株式に係る償

還請求書が当会社本店に到着したときに発生する。 

 

（金銭を対価とする取得条項） 

第10条の24 当会社は、いつでも、当会社の取締役会決議に基づ

き別に定める日（以下、本条において「Ｃ種強制償還日」という。）

の到来をもって、Ｃ種優先株式の全部または一部を、分配可能額

を取得の上限として、金銭と引換えに取得することができる。Ｃ

種優先株式の一部を取得するときは、比例按分、抽選その他取締

役会決議に基づき定める合理的な方法による。Ｃ種優先株式1株

当たりの取得価額は、前条第2項に定めるＣ種基本償還価額相当

額から、控除価額相当額を控除した金額（ただし、Ｃ種基本償還

価額相当額および控除価額相当額は、Ｃ種基本償還価額算式およ

び控除価額算式における「Ｃ種償還請求日」を「Ｃ種強制償還日」

と、「償還請求前支払済Ｃ種優先配当金」を「強制償還前支払済

Ｃ種優先配当金」（Ｃ種強制償還日までの間に支払われたＣ種優

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〈削除〉 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 
 

8 
 

先配当金（Ｃ種強制償還日までの間に支払われたＣ種期中優先配

当金を含む。）の支払金額をいう。）と読み替えて算出される。）

とする。なお、強制償還前支払済Ｃ種優先配当金が複数回にわた

って支払われた場合には、強制償還前支払済Ｃ種優先配当金のそ

れぞれにつき控除価額相当額を計算し、その合計額をＣ種基本償

還価額相当額から控除する。また、Ｃ種優先株式1株当たりの取

得価額に、当会社がＣ種強制償還を行うＣ種優先株式の数を乗じ

た金額に1円未満の端数が生じるときは、当該端数は切り捨てる。 

 

（議決権） 

第10条の25 優先株主Ｃは、法令に別段の定めがある場合を除

き、株主総会において議決権を有しない。 

 

（株式の併合または分割等） 

第10条の26 法令に別段の定めがある場合を除き、Ｃ種優先株式

について株式の併合または分割は行わない。優先株主Ｃには、募

集株式または募集新株予約権の割当てを受ける権利を与えず、株

式または新株予約権の無償割当てを行わない。 

 

（種類株主総会への準用） 

第10条の27 第3章の規定（株主総会に係る規定）は、Ｃ種優先

株式に係る種類株主総会について準用する。 

 

第2章の5 優先順位 

 

（優先順位） 

第10条の28 普通株主等、優先株主Ａ等、優先株主Ｂ等および優

先株主Ｃ等に対する剰余金の配当（期中配当を含む。以下同じ。）

の支払順位は、優先株主Ｂ等および優先株主Ｃ等に対する剰余金

の配当を第1順位（それらの間では同順位）、優先株主Ａ等に対

する剰余金の配当を第2順位、普通株主等に対する剰余金の配当

を第3順位とする。 

2 普通株主等、優先株主Ａ等、優先株主Ｂ等および優先株主Ｃ

等に対する残余財産の分配の支払順位は、優先株主Ｂ等および優

先株主Ｃ等に対する残余財産の分配を第1順位（それらの間では

同順位）、優先株主Ａ等に対する残余財産の分配を第2順位、普

通株主等に対する残余財産の分配を第3順位とする。 

3 当会社が剰余金の配当または残余財産の分配を行う額が、あ

る順位の剰余金の配当または残余財産の分配を行うために必要

な総額に満たない場合は、当該順位の剰余金の配当または残余財

産の分配を行うために必要な金額に応じた比例按分の方法によ

り剰余金の配当または残余財産の分配を行う。 

 

<以下略> 
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<以下略> 

 

3．日程 

 定款変更のための定時株主総会開催予定日 2023 年 6 月 27 日 

定款変更の効力発生日   2023 年 6 月 27 日 

以 上 


